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下水道中期ビジョンの策定にあたって 01 

11  下下水水道道中中期期ビビジジョョンンのの策策定定ににああたたっってて  

 

1.1 下水道中期ビジョン策定の目的 

我が国の下水道は、都市の雨水排除、汚水処理の普及、さらには水質汚濁への対応

など、時代のニーズに応じた整備を進めてきており、平成 22 年度末の下水道処理人

口普及率は 75.1%1に達し、一定の進捗が図られてきたところです。 

しかし、急速な人口減少と少子高齢化社会の進展や経済成長の鈍化は、財政基盤を

支える使用料収入の減少を招くなど、下水道事業のあり方に大きな影響を及ぼすこと

が予想されます。一方、急速に整備が進捗した結果として増大した下水道施設のスト

ックは、老朽化による道路陥没の発生、維持管理・改築への投資の増大を招く恐れが

あります。 

また、温暖化をはじめとする地球規模の環境問題、水、資源・エネルギー問題の深

刻化により、環境負荷の少ない社会の構築が重要な課題となっています。 

こうした現下の下水道が直面している課題の解消に役立てるために、国は平成 17

年 9 月に「下水道ビジョン 21002」を策定、平成 19 年 6 月には「下水道中期ビジョン
3」を策定し、下水道政策の基本的な方向と具体的な施策の考え方を示しています。 

平成 21 年 3 月には「北海道地方下水道ビジョン4」も改訂され、各自治体は、地域

特性を考慮し、住民の意見等を反映した具体的な事業計画の方向性を定めた下水道中

期ビジョンの策定が求められています。 

本市の下水道事業計画としては、将来（概ね 10～20 年後）の下水道計画区域、下

水道施設規模等を定める北広島市公共下水道事業基本計画がありますが、下水道の将

来像や具体的な施策展開等を示すまでには至っていません。 

また、下水道事業の財政状況が厳しさを増すなど、下水道事業を取り巻く状況が変

化する中、下水道の将来像及び具体的な施策展開等を整理する時期にきています。 

そこで、今後 10 年間の北広島市の下水道が目指すべき方向と事業展開を示した「北

広島市下水道中期ビジョン」を策定するものです。 

 

                                                 
1 全国平均値。ただし，岩手県，宮城県及び福島県を除く。 
2 国土交通省都市・地域整備局下水道部、(社)日本下水道協会（平成 17 年 9 月） 
3 国土交通省都市・地域整備局下水道部、(社)日本下水道協会（平成 19 年 6 月） 
4 国土交通省北海道開発局事業振興部都市住宅課、北海道建設部まちづくり局都市環境課、札幌市建設局下水道
河川部下水道計画課（平成 21 年 3 月） 
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1.2 下水道中期ビジョンとは 

 下水道中期ビジョンは、下水道の目指すべき方向性を示し、それに向けた具体的な

事業展開を示すものです。 

北広島市下水道中期ビジョンは、「基本理念」、「基本方針」、「具体的な施策」、

「成果指標」で構成されており、「基本理念」では下水道のあるべき姿、目指す目標

像を、「基本方針」では「基本理念」の実現に向けた施策の方向性を示しています。

そして、「基本方針」に沿った具体的な施策を緊急度、事業効果を勘案しながら決定

し、各施策実施に対して第三者が評価可能な目標値「成果指標」を設定します。図 1.1

に北広島市下水道中期ビジョンの概念図を示します。 

 

 

図 1.1 北広島市下水道中期ビジョンの概念図 

 

基本理念（目標像）

基本方針 

具体的な施策 

成果指標 

北広島市下水道中期ビジョン

現状と課題の整理 

アクション
プログラム 
 
概ね 5 ヶ年のビジ
ョン達成に向けた
実施計画 

プランの評価 
 
･内部評価 
･外部意見の反映 

プランの見直し
 
･成果指標の見直し 

PDCAサイクル 
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 本市は、アクションプログラムの策定により PDCA サイクル5を活用し、北広島市

下水道中期ビジョンの確実な実行を目指します。 

 

参考までに、国及び北海道の下水道ビジョンの概要を以下にまとめます。 

 

【国の下水道ビジョン】 

  平成 17 年 9 月に「下水道ビジョン 2100」が策定され、この中で今後 100 年の長

期的なビジョンが示されています。基本コンセプトは、「循環のみち― 地域の持続

的な発展を支える 21 世紀型下水道の実現 ―」で、これまでの下水道機能に加え、

持続可能な循環型社会の構築を図るために、健全な水循環及び資源循環を創出する

新たな下水道を目指すとしています。 

  また、「下水道ビジョン 2100」に示された姿を現実のものとすべく、中期（概ね

10 年程度）の下水道施策のあり方及びその具体的施策について「下水道中期ビジョ

ン ～「循環のみち」の実現に向けた 10 年間の取り組み」がまとめられています。 

この中では、下水道の課題と下水道を取り巻く状況を整理したうえで、現下の課

題を解決しつつ、循環のみちを実現するための基本的な考え方を提示しています。 

 

【北海道の下水道ビジョン】 

  これからの北海道地方の下水道事業のあり方などを地方から考え、発信するた

め、平成 21 年 3 月に「北海道地方下水道ビジョン」を改訂しています。基本理念

は、「北の大地を支える持続可能な下水道」で、今後の北海道地方の下水道が目指

す 3 つの目標像（暮らし・自然・地域活力）を実現するために取り組むべき方向性

を示しています。 

 

                                                 
5 PDCA サイクル：事業活動などを計画通りスムーズに進めるためのマネジメント行動の一つ。Plan（計画）→Do
（実行）→Check（点検・評価）→Action（処置・改善）→Plan のサイクルで進める。PDCA は、各ステップの頭
文字をとったもの。 
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1.3 中期ビジョンの位置付け 

図 1.2 に北広島市下水道中期ビジョンの位置付けを示します。 

本市の下水道事業計画は、上位計画である総合計画、流域別下水道整備総合計画と

整合を図り、都市計画マスタープランや各種都市計画と連携しながら策定してきまし

た。しかし、人口減少や厳しい財政状況など下水道事業を取り巻く社会情勢が大きく

変化する中、本市独自の下水道事業におけるビジョンの策定が新たに必要になってき

たところです。 

そこで、北広島市下水道中期ビジョンは、上位計画である北広島市総合計画（第 5

次）、石狩川流域別下水道整備総合計画と整合を図りながら、国等で定めた下水道中

期ビジョン、北海道等で定めた北海道地方下水道ビジョンを参考にして、概ね 10 年

間の下水道が取り組むべき方向性を策定するものです。 

また、北広島市下水道中期ビジョンの目標を確実に達成するために、概ね 5 年間の

実施計画であるアクションプログラムを策定し、適宜プランの評価・見直しを行うも

のです。 

今後は、北広島市下水道中期ビジョンの内容を踏まえて北広島市公共下水道事業基

本計画、北広島市公共下水道事業認可計画を策定し、事業を実施していくこととしま

す。 
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《関連する市の計画》

・都市計画マスタープラン

・第2次環境基本計画
・一般廃棄物処理基本計画　など

《外部意見の反映》

・既存組織の活用
・住民意見の反映

上位計画

北広島市総合計画(第5次)

Ｈ23～Ｈ32

《関連する国等関係機関の計画》
・下水道ビジョン2100　(国土交通省)
・下水道中期ビジョンＨ20～29
　(国土交通省)
・北海道地方下水道ビジョンＨ21～30
　(北海道開発局・北海道・札幌市)

アクションプログラム
Ｈ24～Ｈ28

(ビジョン達成に向けた実施計画)

北広島市

下水道中期ビジョン
Ｈ24～H33

プランの見直し
・内部評価

・外部意見の反映

・指標の見直し

石狩川流総計画

（H21年度策定）

 

図 1.2 北広島市下水道中期ビジョンの位置付け 
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 以下に北広島市下水道中期ビジョンに関連する各計画の概要について述べます。 

 

【北広島市総合計画（第 5 次）】 

  総合計画は、「基本構想6」、「基本計画7」で構成され、市が取り組むいろいろ

な施策や行政分野ごとのすべての個別計画の上位に位置し、これからのまちづくり

の方向性を定める重要な指針となるものです。よって、北広島市下水道中期ビジョ

ンは、上位計画である北広島市総合計画（第 5 次）と整合を図る必要があります。 

  「北広島市総合計画（第 5 次）」は、平成 22 年 12 月に策定され、計画期間は平

成 23～32 年度までの 10 年間です。 

  基本構想では、まちづくりのテーマとして「自然と創造の調和した豊かな都市」

を継承し、めざす都市像として、「希望都市～子どもと若者がお年寄りとともに希

望を育むまち」、「交流都市～市民が多様に活動し、産業と文化が栄えるまち」、「成

長都市～緑を大切にし、着実に成長しつづけるまち」の 3 つを示しています。また、

めざす都市像の実現に向けて、6 つの基本目標を設定しており、下水道に関しては、

「基本目標 5 快適な生活環境のまち」の中の政策の 1 つとして、下水道の整備が体

系化されています。 

  基本計画では、基本構想に沿った政策を明らかにしており、下水道に関しては『下

水道の整備と利用の促進』、『発生汚泥の有効利用』及び『し尿・浄化槽汚泥の処

理』が示されています。 

 

【石狩川流域別下水道整備総合計画】 

  流域別下水道整備総合計画（以下「流総計画」という。）は、環境基本法に基づ

く水質環境基準の類型指定がなされている水域について、下水道法に基づいて策定

される当該水域に係る下水道整備に関する総合的な基本計画です。河川、湖沼、海

域等の公共用水域の水質環境基準を達成維持するために必要な下水道の整備を最

も効果的に実施するため、当該流域における個別の下水道事業計画の上位計画とし

て策定するものです。 

本市の下水処理センターの放流先は石狩川流域に属するため、石狩川流総計画が

北広島市公共下水道事業計画の上位計画となります。 

                                                 
6 基本構想：社会経済の状況や本市の現状を踏まえ、本市がめざす都市像と基本目標を定め、その実現に向けた基

本方向を示すもの。 
7 基本計画：基本構想に掲げる都市像を実現するために、各分野で実施していく施策を体系的に示すもの。 
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1.4 計画期間 

下水道中期ビジョンについては、概ね 10 年間の下水道が取り組むべき方向性を策

定することとなっております。よって、本市の下水道中期ビジョンの目標年度は平成

33 年度とします。 

 

【計画期間】 

北広島市下水道中期ビジョン ： 平成 24 年度～平成 33 年度 
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22  下下水水道道事事業業のの概概要要  

 

2.1 下水道事業の概要 

 本市の下水道事業は、昭和 45 年に着手し、昭和 47 年に北広島団地の一部を供用開

始し、その後、人口の増加等に合わせて区域の拡大を行い、平成 22 年度末現在の汚

水整備面積は 1,625ha であり、面整備率 88.1%、下水道処理人口普及率 96.5％とほぼ

面整備が完了しつつある状況です。 

一方、北広島下水処理センターでは、既存の施設を活用して下水汚泥に加えて生ご

みやし尿・浄化槽汚泥を受入れて集約混合処理し、発生する消化ガスや乾燥汚泥の有

効利用を図る事を目的に必要となる施設の整備を進め、平成 23 年から生ごみの受入

れを開始し、平成 25 年からし尿・浄化槽汚泥を受入れる予定です。 

 

下水道事業のあゆみ 

◎ 昭和４５年 ７月  道営北広島団地開発を契機に事業着手  

◎ 昭和４７年 ２月  北広島下水処理センター供用開始 

◎ 昭和５５年１０月  区域拡大（大曲地区） 

◎ 昭和６１年 ４月  大曲ポンプ場供用開始 

◎ 昭和６３年 １月  区域拡大（西の里地区） 

◎ 平成 １年 ２月  区域拡大（輪厚地区） 

◎ 平成 ７年 ４月  西の里ポンプ場供用開始 

◎ 平成２３年 ４月  生ごみ受入開始 

 

表 2.1 計画概要 

項  目 全体計画 認可計画 

計画面積 1,845 ha 1,726 ha 

計画人口 59,700 人 58,860 人 

計画汚水量（日最大） 30,386 m3/日 27,690 m3/日 

計画期間 ～平成 32 年度 ～平成 27 年度 

排除方式 分流式 

処理方式 標準活性汚泥法 
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北広島下水処理センター

西の里ポンプ場
P

西の里地区

P

大曲地区

輪厚地区

団地地区

東部地区

大曲ポンプ場

T 下水処理ｾﾝﾀｰ

ポンプ場

認可計画区域
(自然流下)

認可計画区域
(ポンプ圧送）

P

全体計画区域

島松川

千歳川

T

道道江別恵庭線

国道274号

道道栗山北広島線

国道36号

羊ヶ丘通

道央自動車道

JR上野幌駅

北広島市役所◎

JR北広島駅

JR千歳線

 

図 2.1 北広島市公共下水道計画図 

 

 



 

10 

下水道事業の概要 02 

 

2.2 下水道事業を取り巻く状況 

本市は、昭和 45 年の道営北広島団地開発を契機に、札幌市のベッドタウンとして

発展し、平成 8 年に市制施行を行い、その後も伸び率は鈍化したものの人口増加が進

んでいましたが、平成 18 年をピークに減少傾向にあり、平成 22 年度末の行政人口は、

60,465 人（住民基本台帳人口）となっています。（図 2.2） 

また、国立社会保障・人口問題研究所が公表した将来推計によりますと、国と北海

道の人口は今後も減少することが示されており、少子高齢化の進展により、平成 32

年度の年齢別人口構成は、0～14 歳の年少人口が 10.4%、15～64 歳の生産年齢人口が

57.2%、65 歳以上の老年人口の割合が 32.4%になると予想されています。（図 2.3） 

人口減少や少子高齢化は、使用料の減収による下水道財政への影響や下水道利用状

況の変化による下水道計画への影響等が懸念されます。 
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図 2.2 行政人口の推移（将来人口は総合計画値） 
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図 2.3 年齢構成別将来人口比率（3 区分） 

 

 

2.3 下水道事業の現状と課題 

2.3.1 下水道経営 

【現状】 

① 既存施設の老朽化に伴い改築・更新が必要となっています。 

② 平成 20 年度より「生ごみ、し尿・浄化槽汚泥」受入れ関連施設の建設が必要

となっています。 

③ 下水道使用料の対象資本費算入率8は、平成 22 年度では約 78％となっていま

す。 

 

                                                 
8 対象資本費算入率：汚水処理に係る資本費を下水道使用料対象経費に算入する率 
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図 2.4 対象資本費算入率の推移 
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図 2.5 有収水量の推移 

 

下水道事業に係る費用負担の考え方は、汚水処理に係る経費は私費（下水道使用

料）、雨水処理に係る経費は公費（税金）で負担することを原則としており、本市に

おいても、原則に基づいた下水道経営を行っています。 

また、下水道施設の新増設又は改築に係る建設費については、国庫補助金・企業債・

受益者負担金・一般会計繰入金等が財源となっています。 

下水道事業の経営にあたっては、下水道使用料や税金等が財源となっているため、

効率的な事業運営を行う必要があります。 
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a) 経営状況 

1) 公債費償還費と公債費残高 

下水道事業に着手した昭和 45 年度以降、投資額は平成 5 年度の約 20 億円をピー

クとし、平成 22 年度までに投資した建設費は、合計で約 395 億円に上ります。 

平成 5 年度をピークに、年々、新設事業に係る投資額は減少しているものの、平

成 20 年度より「生ごみ、し尿・浄化槽汚泥」受入れ関連施設建設のための投資並

びに下水処理センターを主とした更新事業のための投資が年々増加しています。 

これらに係る建設投資の主たる財源は、国庫補助金以外、ほとんど企業債に頼っ

ているのが現状です。 

企業債残高は、過去 10 年間、平成 13 年度の約 112 億円より毎年減少しており、

平成 22 年度においては、約 91 億円となっています。 

資本費平準化債の活用や繰上償還等の経営健全化対策により企業債残高は減少

傾向を示していますが、いまだに多額の企業債が残っており、財政状況としては厳

しい状況です。 
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図 2.6 公債費償還及び公債費残高の推移 
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一般会計からの繰入金 

一般会計からの繰入金は、国が定める繰出基準に基づき、雨水処理に要する経費

や不明水処理に要する経費のほか、分流式下水道等に要する経費や「生ごみ、し尿・

浄化槽汚泥」受入れ関連施設に係る経費が主となっていますが、これら一般会計が

負担すべき経費については、適切に所要額の繰入を行っています。 
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図 2.7 一般会計繰入金の推移 

b) 下水道使用料収入 

本市の下水道使用料による収入は、平成 22 年度で約 8 億円となっていますが、汚

水の処理に必要な費用である汚水処理費は、約 8 億 5 千万円となっており、不足する

費用については、世代間の負担の公平化を図るため、資本費平準化債を活用していま

す。 
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図 2.8 下水道使用料及び汚水処理費（維持管理費＋資本費）の推移 
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【課題】 

今後も下水道サービスを安定的・継続的に行っていくためには、施設の整備や改築

を適切に行うことが必要であり、緊急性の高い事業を優先するとともに、事業費の平

準化を図るなど、財政状況に応じた計画的な整備を行う必要があります。 

 また、本市の厳しい財政状況や下水道使用料の増加も大きくは見込めない中で、下

水道事業の財政を運営していくためには、より一層の維持管理の効率化などの経営努

力と経営基盤の強化に努めていく必要があります。 

 

 

2.3.2 下水道ストック 

a) 管渠 

【現状】 

これまでに整備された下水道管の延長は平成22年度末で約552kmとなっています。

このうち、布設後 30 年を経過した下水道管の延長は 232km で全体の 42%をしめてい

ます。 

管渠の清掃については、汚水管は 10 年サイクル程度で実施していますが、雨水管

については緊急時に実施している状況です。 

管渠内調査については、下水道管閉塞等の問題が発生した箇所について実施してい

ます。 
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図 2.9 下水道管布設延長 

 

【課題】 

下水道管の標準耐用年数は 50 年ですが、初期に整備した管は 40 年を経過しており、

布設時期が昭和 50 年代前半までに集中していることから、更新時期の平準化を図る

ため早期の更新計画の策定が必要です。 

また、平成 18 年に硫化水素が原因で管が腐食したことによる道路陥没が発生して

います。幸い大事には至っていませんが、未然に防止するための対策が必要です。 

雨天時、融雪時に下水処理センターにおける流入汚水量の増加が顕著であることか

ら、汚水管への雨水流入が認められます。原因究明の調査を行い、対応策の検討が必

要です。 
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b) ポンプ場・処理場 

【現状】 

市内にはポンプ場が 2 箇所、マンホールポンプ 8 箇所、処理場が 1 箇所あります。 

市内に 2 箇所あるポンプ場のうち、大曲ポンプ場は大曲幸、大曲並木、大曲緑ヶ丘、

大曲光地区等の汚水を、また、西の里ポンプ場は、西の里地区全域の汚水をそれぞれ

自然流下可能な地点まで圧送する無人汚水中継ポンプ場です。 

北広島下水処理センターは市内唯一の処理場で、昭和 47 年 2 月に供用開始し 39 年

を経過しています。 

各施設については、供用開始後、処理水量の増加に伴い段階的に施設の増設を行う

とともに、老朽化した機械・電気設備の更新を進めてきています。 

また、下水処理センターにおいては、平成 23 年度から生ごみの受け入れを行い、

平成 25 年度にはし尿・浄化槽汚泥の受け入れを開始するための施設整備を進めてい

ます。 

 

【施設の概要】 

 

北広島下水処理センター 

 

    

  

供用開始年月  

昭和４７年２月

平成２２年度末経過年数 

３９年

計画処理面積 

１，８４５．０ ha 

計画処理人口 

５９，７００ 人

計画日最大汚水量 

３０，３８６ ㎥/日
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大曲ポンプ場 

 

  

 

 

 

西の里ポンプ場 

  

   

 

 

供用開始年月  

昭和６０年３月

平成２２年度末経過年数 

２６年

計画処理面積 

１４６．６ ha 

計画処理人口 

６，３３６ 人

計画日最大汚水量 

２，３５３ ㎥/日

供用開始年月  

平成７年４月

平成２２年度末経過年数 

１５年

計画処理面積 

１４９．３ ha 

計画処理人口 

６，８００ 人

計画日最大汚水量 

２，７５２ ㎥/日
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表 2.2 施設の耐用年数（参考） 

施設名 耐用年数 

管渠 50 年 

処理場（土木・建築構造物） 50 年 

処理場（機械・電気設備） 10 年～30 年 

ポンプ場（土木・建築構造物） 50 年 

ポンプ場（機械・電気設備） 10 年～30 年 

出展：国土交通省「下水道施設の改築について」別表より 
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図 2.10 汚水量の推移 

 

【課題】 

初期に建設された土木・建築構造物では耐用年数を超える施設はありませんが、機

械電気設備では耐用年数を超えるものが年々増加傾向にあり、施設が機能不全に陥る

可能性が高まる中、下水道の維持管理水準を確保しつつ、維持管理の効率化を実現し、

下水道サービスを持続的に提供していくことが課題となっています。 

このような状況を踏まえ、以下のような取り組みが必要です。 
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①定期的な調査（点検、診断）、延命化を含めた維持修繕・改築等の計画的な実施 

②ライフサイクルコスト9 の最小化の観点を踏まえた長寿命化計画10 による改築

及び維持管理（ストックマネジメント手法11の導入） 

③下水道管理者の技術力、維持管理体制の確保 

 

 

2.3.3 汚水処理 

【現状】 

本市の生活排水処理は、地域に応じて公共下水道、個別排水処理により行われてい

ますが、平成 22 年度末の汚水処理人口普及率は 97.1%（下水道処理人口普及率 96.5%

＋合併浄化槽普及率 0.6%）となっており、道内市部の値より若干高くなっています。 

公共下水道基本計画では、平成 32 年度（目標年）における行政人口に対する下水

道区域内人口の割合は 97.1%としており、残る 2.9%に係る区域については、合併浄化

槽による汚水処理を基本としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.11 汚水処理状況（平成 22 年度末） 

 

                                                 
9 ライフサイクルコスト：施設における新規整備・維持修繕・改築・処分を含めた生涯費用の総計 
10 長寿命化計画：施設のライフサイクルコスト最小化を目的とした計画的な改築計画 
11 ストックマネジメント：施設の健全度や重要度を考慮した効果的な点検・調査を実施し，安全性を確保するた

めの適切な維持修繕・改築など計画的かつ効率的に施設管理を行うこと 

2.62%
0.21%

0.59%

96.59%

下水道

合併浄化槽

単独浄化槽

汲み取り
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図 2.12 下水道普及状況 

 

表 2.3 普及率比較表（平成 22 年度末） 

項  目 全 国 全 道 北広島市 

汚水処理人口普及率 86.9 % 93.7 % 97.1 % 

下水処理人口普及率 75.1 % 89.4 % 96.5 % 

※全国平均は、岩手県、宮城県、福島県を除く 

 

表 2.4 年度別（過去 5 年）汚水処理状況 

（単位：人）  

項 目 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

行政人口 61,072 60,987 60,802 60,729 60,465

下水処理人口 58,248 58,197 58,295 58,468 58,321

水洗化人口 58,147 58,103 58,076 58167 58,069

浄化槽人口 293 316 371 376 414

未水洗化人口 2,632 2,568 2,355 2,186 1,982

 

 



 

22 

下水道事業の概要 02 

 

【課題】 

水洗化率は 99.6%と高水準ですが、まだ水洗化されていない家屋について、水洗化

の普及促進のための啓発活動が必要です。 

また、下水道処理区域外の合併浄化槽による水洗化を促進するため、合併浄化槽設

置に係る補助制度の導入についての検討が必要です。 

 

 

2.3.4 地震対策 

「北広島市地域防災計画」によると、本市では地震による大きな災害は過去にあり

ませんが、今後大きな被害を及ぼす可能性が高い地震として、石狩川の河口付近を震

源とする「石狩地震」、「石狩低地東緑断層帯主部地震」、「直下型地震」を想定し、こ

のうち最も被害をもたらす地震は、「石狩低地東緑断層帯主部地震」による地震であ

ると想定され、市の北東部にあたる「東部地区」、「西の里地区」及び「北広島団地地

区」の比較的地盤の軟弱な地域で最大震度 6 弱を示すものと予測されています。 

地震が想定される地区には、下水処理センターやポンプ場があり、下水道施設が被

災した場合には、トイレが使用できないことによる日常生活への影響に加え、下水処

理センターからの未処理汚水の流出や管渠破損による道路陥没など公衆衛生や社会

経済活動に甚大な影響を及ぼします。 

 
出典 国土交通省ホームページ 

図 2.13 下水道施設が被災した場合の重大な影響 
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【現状】 

耐震設計基準は、大きな災害が生じた過去の地震で得られた知見を踏まえて改正が

重ねられており、年代を追うごとに必要な耐震性能が高まっています。 

現在の最新の耐震設計基準は、平成 7 年に発生した兵庫県南部地震（M7.3）後の平

成 8 年に改正された基準で、平成 9 年度以降に建設された施設については、この耐震

設計基準に基づき設計を行っています。 

 

◆管渠 

現耐震設計基準による管渠の耐震化率は、平成 22 年度末で約 13％となっていま

す。 

◆ポンプ場・処理場 

ポンプ場及び下水処理センターについては、処理機能の確保や管理上の観点か

ら、建築基準法における耐震設計基準が改正された昭和 56 年以前に建設された施

設について、耐震診断を実施し、一部地上施設について耐震補強工事を行っていま

す。 

施設は半数以上が未診断となっていることから、今後、耐震診断等の調査や改

築・更新事業に合わせた耐震化対策が必要になると予想されます。 
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表 2.5 地震対策指針から見る下水道施設 

 北広島下水処理センター ポンプ場 備考 

昭和５６年 

指針以前 

管理棟、１系沈砂池ポンプ棟 

１系水処理棟（上屋耐震改修済） 

１系消化タンク 

１系重力濃縮棟 

乾燥機棟 

 青文字は、建築構造

のみ耐震診断済み 

 

昭和５６年 

指針以降 

強制濃縮棟 

２系水処理棟 

放流ポンプ棟 

汚泥脱水機棟 

２系消化タンク（2 槽） 

脱硫棟 

受変電室、発電機室 

管理棟（増築部分） 

大曲ポンプ場 

西の里ポンプ場 

 

平成９年 

指針以降 

３系水処理棟 

２系消化タンク（1 槽） 

２系沈砂池ポンプ棟 

余剰ガス燃焼棟 

新脱硫棟 

 L2 対応12 

 

【課題】 

下水道は、被災時に代替手段のない重要な都市機能であり、被災した場合でも、ト

イレが使用できること、雨水排除機能を喪失しないこと、管路の破損などによる道路

陥没をまねかないことなど、被害を最小限にとどめることが求められています。 

被害の最小化と早期復旧のため、下水道施設の耐震化を進めるとともに、応急対応

と復旧に対する取組みが求められています。 

 

 

                                                 
12 L2 対応：レベル 2 地震動 12-1後において、構造体の大きな補修をすることなく構造物を使用でき、人命の安全

確保に加えて機能確保が図られていること。 
12-1レベル 2 地震動：陸地近傍に発生する大規模なプレート境界地震や、直下型地震による地震動のように、供用

期間内に発生する確率は低いが大きな強度を持つ地震動をいい、その地域で想定される最大級の地震。 
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図 2.14 各ライフラインの被災時代替手段 

 

厳しい財政状況の中で、まだ地震対策は十分に進んでいないのが実状です。このよ

うな状況を踏まえて、耐震診断により状況把握したうえで、効率的・経済的な対策を

計画していく必要があります。 

 

 

2.3.5 浸水対策 

【現状】 

本市の下水道雨水整備は、市街地開発や道路整備等に合わせて行っています。 

下水道計画区域における浸水被害は、昭和 56 年 8 月豪雨による被害以来ありませ

ん。下水道の雨水施設は、10 年確率降雨（時間降雨量 33.4mm/時間）に対応可能な施

設を整備しています。 

雨水整備率は、平成 22 年度末で下水道認可区域の約 79％に留まっていますが、一

部、道路施設（道路側溝、排水管）で整備されている箇所があります。 
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図 2.15 雨水整備の推移 

 

【課題】 

雨水管整備は、浸水を防除するために大量の雨水を流下させる必要があることか

ら、汚水管渠と比較して口径が大きくなり、その分事業費も高くなります。そのため、

単年度の整備面積は一定の制限を受けることになります。 

また、道路整備等に合わせて整備することにより、より効果が発揮できることから、

道路整備計画等と整合性を取るため、道路、河川部局等と連携を図り、雨水管整備を

進める必要があります。 
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2.3.6 水環境 

【現状】 

北広島下水処理センターからの放流先である島松川は、放流地点から 900ｍ程で千

歳川と合流しています。 

千歳川は、環境基準13が設定されており、島松川合流点から下流にある千歳川橋ま

では環境基準（BOD14＝2.0mg/ℓ）を満足しています。 

 下水道整備により以前は川に流れ込んでいた台所などからの雑排水が、整備ととも

に減少していることから、下水道は水環境の保全に寄与していることが伺えます。 

 また、千歳川水系における下水処理場からの処理水の BOD 排出基準値は 20mg/ℓで

したが、平成 16 年 4 月 1 日より下水道法施行令が改正され、規定に基づき本市では

放流先の状況を考慮して、BOD 排出基準値を 15mg/ℓと定め、より一層の水環境保全

に取り組んでいます。 

過去 10 年間の実績において、BOD15mg/ℓを超えている年はありません。 

千歳川の現況水質と、環境基準の類型指定状況を示します。 

 

表 2.6 千歳川の現況水質及び環境基準の類型指定状況 

平成 21 年調査 

調査 

地点名 

採水 

年月日 

測定項目 

水温 
透視
度 

ｐH BOD COD DO SS 
大腸菌 
群数 

アンモニ
ア性窒素 
(NH4-N) 

全リン 
(T-P) 

℃ cm － mg/ℓ mg/ℓ mg/ℓ mg/ℓ
MPN/ 

100mℓ 
mg/ℓ mg/ℓ 

千歳川 

（千歳川橋） 

H21.4.22 8.6 27 7.2 3.1 4.3 10.0 19 3,500 0.65 0.084

H21.6.17 14.3 50< 7.3 1.4 3.4 9.5 5 1,100 0.52 0.087

H21.8.19 18.7 50< 7.2 1.7 3.1 7.4 4 4,900 0.43 0.074

H21.10.21 12.6 50< 7.3 1.3 2.4 8.8 4 3,500 0.27 0.058

H21.12.2 5.3 50< 7.2 1.0 2.4 11.0 4 1,300 0.27 0.061

H22.2.17 0.8 50< 7.3 <0.5 1.9 12.0 5 490 0.34 0.081

千歳川の環境基準の類型等：環境基準区域名千歳川下流、類型 A、達成期間イ 

千歳川の水質は概ね基準を満足しています。

                                                 
13 環境基準：人の健康の保護及び生活環境の保全のうえで維持されることが望ましい基準として、終局的に、大

気、水、土壌、騒音をどの程度に保つことを目標に施策を実施していくのかという目標を定めたもの。放流先
の島松川が合流する千歳川では水質環境基準として、水素イオン濃度(pH)、 生物化学的酸素要求量(BOD)、浮
遊物質量(SS)、溶存酸素量(DO)、大腸菌群数が定められており、下水道施設が主に影響を与えるものが生物化
学的酸素要求量(BOD)になります。 

14 BOD：水は本来、自然循環の過程で浄化されますが、自然浄化力を上回る量の有機物や有害な物質が循環プロ
セスに入り込むと水質汚染につながります。 

 水中の微生物は有機物を分解する働きをし、分解する際に酸素を必要とします。この時の酸素の量を、
「BOD(BiochemicalOxygen Demand：生物化学的酸素要求量)」といいます。 

 水がきれいであれば分解するときの酸素の量は少なくてすみ、逆に汚れていれば酸素の量は多く消費されます。
川の場合、一般に BOD=1mg/l であればきれいな川であり、BOD=3.0mg/l 程度であれば水道水の原水として使
用できます。魚の棲める水質は BOD=5.0mg/l 程度までです。 
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  出典）北広島市のかんきょう（平成 22 年度版） 

図 2.16 千歳川の現況水質の推移 
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  出典）北広島市のかんきょう（平成 22 年度版） 

図 2.17 千歳川の現況水質の推移 
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図 2.18 北広島下水処理センターの放流水質の推移 

 

【課題】 

北広島下水処理センターからの放流水質は放流基準を下回っており、島松川やその

先の千歳川の水環境の保全に対して一定の貢献を果たしていますが、今後も下水道施

設を適正管理し、基準を遵守していくことが必要です。 

 

 

2.3.7 下水道資源・資産の利活用 

【現状】 

下水処理センターでは、下水道汚泥に加えて他のバイオマス（平成 23 年から生ご

み）を受け入れて、バイオマス混合調整棟で集約混合処理し、消化・脱水・乾燥の工

程を経て、発生する乾燥汚泥は、肥料として全量を農地等に還元しています。今後は

平成 25 年からし尿・浄化槽汚泥を受け入れる予定です。 

 また、処理の過程で発生するメタンガスを主成分とする消化ガスは、北広島下水処

理センター内で、消化タンクの加温や乾燥機の熱源として有効利用することにより、

補助燃料として利用している化石燃料（重油）の使用料が削減され、温室効果ガスの

発生を削減しています。 
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図 2.19 汚泥量の推移 

 

【課題】 

乾燥汚泥の農地等への還元は、資源循環の観点から環境負荷の少ない優れた手法で

すが、今後も安全性に留意しながら取り組む必要があります。 

また、発生汚泥量の増加が予想されますが、農地面積や還元先の北広島市乾燥おで

い農地利用組合加盟農家戸数が減少していることから、受け入れ先の確保が今後も必

要です。 

また、新たに「その他バイオマス（生ごみ、し尿・浄化槽汚泥）」を受け入れるこ

とから、処理工程の適切な運転管理や機械・電気設備の計画的な修繕・更新を進めて

いくことが必要です。 
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表 2.7 農業基本調査 

各年 2 月 1 日現在（単位：ha）    

年次 
農用地 
面 積 

耕地面積 
採 草 
放牧地 総数 田 畑 樹園地 

平成 7 年 1,686.23 1,663.23 554.63 1,103.75 4.85 23.00 

平成 8 年 ･･･ 1,639.97 553.03 1,081.09 5.85 ･･･ 

平成 9 年 ･･･ 1,620.26 539.00 1,075.41 5.85 ･･･ 

平成 10 年 1,689.63 1,637.71 578.47 985.10 4.80 60.34 

平成 11 年 ･･･ 1,568.13 583.72 979.36 5.05 ･･･ 

平成 12 年 ･･･ 1,515.61 539.96 970.70 4.95 ･･･ 

・・・ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

平成 17 年 1,387.89 1,381.74 449.24 927.20 5.30 6.15 

出典：政策調整課「農業基本調査」・「農業センサス」 
※注  

1.耕地とは、作物の栽培を目的として肥培管理している土地のことで、けい畔も含む。 
2.田には、稲を作付けした面積のほか、稲以外の作物を作付けした田や休耕田を含む。 
3.畑には、普通の畑のほか、輪作牧草畑や肥培管理している牧草地を含む。 
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図 2.20 農用地面積等の推移 
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33  下下水水道道施施策策ののあありり方方  

 

3.1 基本理念 

本市の下水道中期ビジョンの基本理念は以下のとおりとします。 

 

【基本理念】 

快適な生活環境を次世代につなぐ下水道 

 

 

3.2 基本方針と具体的な施策 

基本方針としては、基本理念を踏まえ、以下に示す 4 つの視点から下水道における

目標と展望、その方向性などを設定しました。 

基本方針をもとに、本市における下水道事業の中期的な課題に対する施策を体系化

すると図 3.1 のとおりとなります。 

 

【基本方針】 

１ 「安全・安心な暮らしの実現」 

汚水処理・雨水処理に関する適切な施設の整備と管理の継続により、被災時の

公衆衛生の確保、浸水被害の軽減、道路陥没事故等の未然防止を図り、安全・

安心な暮らしを実現します。 

 

２ 「良好な環境の創造」 

下水処理センターからの放流水質の維持、下水道資源の有効活用の維持を通じ

て、水環境の保全、循環型社会の形成に寄与し、良好な自然環境を創造します。 

 

３ 「快適で活力のある暮らしの実現」 

下水道普及率、水洗化率の向上により、生活環境の向上を図り、快適で活力

のある暮らしを実現します。 

 

４ 「事業の継続性の確保」 

持続可能な下水道事業を目指し、適正な維持管理、改築・更新の最適化等を通

じて、安定した事業経営を目指します。 
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基本理念

快
適
な
生
活
環
境
を
次
世
代
に
つ
な
ぐ
下
水
道

現　状 課　題

下水道経営
　･改築・更新費の増加
　･ﾊﾞｲｵﾏｽ受入関連施設建設
　･対象資本費算入率約78%

下水道経営
　･建設計画の見直し
　･維持管理費の削減
　･有収率向上
　･公債費利子の低減化
･企業会計としての自立

下水道ストック
　･管渠総延長約552km,内
　 布設後30年経過約232km
　･管渠の清掃,管渠内調査
　 の実施
　･処理場設備の更新
　･処理場でのﾊﾞｲｵﾏｽ受入

汚水処理
　･汚水処理人口普及率
　 97.1%

地震対策
　･管渠の耐震化率約13%
　･一部地上施設の耐震補強
　･施設の半数以上が未診断

浸水対策
　･雨水整備率約79%
　･一部は道路側溝,排水管
　 で整備

水環境
　･下水道による水環境保全
　･計画放流水質15mg/L
　･千歳川の水質は概ね環境
 　基準値以下を達成

下水道資源・資産の利活用
　･処理場でのﾊﾞｲｵﾏｽ処理
　･消化ｶﾞｽの熱源利用
　･重油使用量の削減によ
   る温室効果ｶﾞｽ発生の
   削減
　･乾燥汚泥の緑農地還元

下水道ストック
　･管渠更新時期の平準化
　･道路陥没事故の未然防止
　･不明水対策
　･長寿命化計画の策定
　･維持管理体制の確保

汚水処理
　･水洗化普及促進のための
　 啓発活動
　･合併浄化槽設置に係る補
　 助制度導入の検討

地震対策
　･耐震診断による状況把握
　･効率的・経済的な耐震化
 　の整備計画

浸水対策
　･道路,河川部局等と連携
　 を図った雨水管整備

水環境
　･下水道施設の適正管理
　･放流水質基準等の遵守

下水道資源・資産の利活用
　･汚泥農地利用の安全性の
　 確保
　･汚泥受入先の確保
　･ﾊﾞｲｵﾏｽ受入に伴う運転管
　 理の確立

 

図 3.1 北広島市下水道中期ビジョンの体系（1/2） 
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基本方針 具体的な施策 成果指標

快適で活力ある
暮らしの実現

良好な環境
の創造

事業の継続性
の確保

雨水管整備率
80%

道路陥没事故等の未然防止対策
･下水道施設の点検調査

浸水対策
･雨水管の整備

健全な水環境の保全
･放流水質基準の遵守

資源・エネルギー循環の形成
･し尿・浄化槽汚泥受入施設の
 建設
･下水道資源の有効活用
･新たな活用方法の構築

経営基盤の強化
･財政状況に即した建設計画策定
･維持管理費の削減
･有収率の向上
･企業会計の導入

安全・安心な
暮らしの実現

地震対策
･耐震診断の実施
･耐震化基本計画策定

放流水質BOD
15mg/L以内

緑農地還元
100%

下水処理
人口普及率

96.5%

有収率
80%

水洗化率
99.7%

汚水処理
人口普及率

97.2%下水道施設の適正な維持管理
･管渠清掃、不明水対策
･事業場排水の監視
･下水道管理システムの充実

公衆衛生の向上と生活環境の改善
･下水道普及率の向上
･水洗化率の向上
･下水道処理区域外の水洗化促進

下水道施設の改築・更新の最適化
･下水道施設長寿命化計画策定

 

図 3.2 北広島市下水道中期ビジョンの体系（2/2） 
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44  具具体体的的なな施施策策計計画画  

 

4.1 基本方針別施策計画 

4.1.1 基本方針１ 安全・安心な暮らしの実現 

a) 地震対策 

1) 耐震診断の実施 

  平成 8 年以前に整備した下水道施設について、重要な施設を設定して耐震化の評

価を行います。 

 
2) 耐震化基本計画の策定 

診断結果を踏まえて、長寿命化計画と整合性を取りながら、部分補強や減災対策

を組み入れた施設ごとの耐震化に係る基本的な考え方、方向性を定めます。 

 

 
出典 国土交通省ホームページ 

図 4.1 耐震化が必要な重要管路 

 

b) 浸水対策 

1) 雨水管の整備 

道路整備等に合わせて雨水管の整備を進めます。 
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c) 道路陥没事故等の未然防止対策 

1) 施設の点検調査 

硫化水素の発生が予想される管路、緊急輸送路や軌道下等に埋設されている管

路、布設後 30 年以上経過している管路施設については、定期的な点検・調査を実

施して施設の状況を把握し、必要に応じて補修を実施します。 

 

4.1.2 基本方針２ 良好な環境の創造 

a) 健全な水環境の保全 

1) 放流水質基準の遵守 

常に適正な処理水の水質を維持するため、日常の運転管理や水質管理に努め、健

全な水環境の保全に努めます。 

 

b) 資源・エネルギー循環の形成 

1) し尿・浄化槽汚泥受入施設の整備 

引き続き、し尿・浄化槽汚泥受入のための施設整備を進めます。 

 
2) 下水道資源の有効活用 

下水道は水循環系の一部を担うとともに資源循環に対しても重要な役割を担っ

ています。下水処理センターでは、下水道汚泥のほかに生ごみを受入れて、処理の

過程で発生する消化ガスはセンター内で全て利用し、乾燥汚泥は 100％が緑農地還

元しています。 

下水道資源の循環利用について引き続き進めていきます。 

 
3) 新たな活用方法の構築 

生ごみ、し尿・浄化槽汚泥受入に伴い、発生汚泥量の増加や成分変化に対応し

た活用方法の構築を図ります。 
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北広島下水処理センターにおけるバイオマス利活用の取り組み 

 

増設

受入施設 汚泥調整設備

バイオマス混合調整棟(新設)

濃縮施設

放流

生ごみ

混合調質槽

受入槽

受入
ホッパ

乾燥汚泥

浄化槽汚泥等

混合調質槽

農地利用

脱水機

乾燥機

計量槽
除塵機

破砕分別機

ガ　ス
ホルダ

消化
タンク

混合槽

余剰ガス

燃焼装置

加温
ボイラー

水処理施設下水

下水汚泥
消化ガス

浄化槽
汚泥等

生ごみ

下水道
汚泥肥料

加温

乾燥機
燃料

 
加 温 
ボイラ 

家庭系生ごみ搬入状況

処理フロー図 市民還元用乾燥汚泥

バイオマス混合調整棟 

施 
肥 

温室効果ガス CO2 排出量が 

集約・混合処理の実施により  
年間 730 トン（約 18％）削減

乾燥汚泥は、「北広島市乾燥
おでい農地利用組合」加盟の農
家と市民に還元している。 

施設の維持管理費が 

集約・混合処理の実施により

単独処理に比べて、  
85,000 千円/年 
（約 19％）削減 

本市では、下水汚泥に加えて他のバイオマス（家庭系・事業系生ごみ、し尿・浄化槽汚泥等）を集約・混合処

理するバイオマス混合調整棟を、下水処理センター敷地内に新たに建設しました。特に家庭系生ごみの混合処理

は、全国で初めての施設として、平成２３年４月に本格稼働をしています。また、し尿・浄化槽汚泥等は、平成

２３年度より受入れ設備の整備を進め、平成２５年より受入予定です。 処理の過程で発生する消化ガスは、下

水処理センター内で消化タンク加温用ボイラや乾燥機の燃料として全て利用し、発生する乾燥汚泥は、肥料とし

て緑農地還元しています。これにより、地球温暖化防止や循環型社会の形成に寄与するものです。また、生ごみ

受入れにあたり下水処理センターの愛称を公募し、愛称を「あしる：アイヌ語で新しいの意味」としました。 
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4.1.3 基本方針３ 快適で活力のある暮らしの実現 

a) 公衆衛生の向上と生活環境の改善 

1) 下水道普及率の向上 

  汚水の未整備地区については、地域の実情を考慮しながら整備を進めます。 

 
2) 水洗化率の向上 

  下水道処理区域内の未水洗化家屋について、水洗化の啓発を行い、水洗化率の向

上を図ります。 

 
3) 下水道処理区域外の水洗化促進 

  合併浄化槽設置に係る補助制度の導入について検討を進めます。 

 

4.1.4 基本方針４ 事業の持続性の確保 

a) 下水道施設の適正な維持管理 

1) 管渠の清掃 

  今後も継続して、計画的に管渠の清掃を行います。 

 

2) 不明水対策 

雨水の汚水管への流入防止のため、原因調査を行い、その対策について検討しま

す。 

 

3) 事業場排水の監視 

悪質下水の流入による下水道施設への被害を防ぐため、引き続き事業場排水の水

質検査を実施し、排出基準を超えたものについて改善指導を行います。 

 

4) 下水道管理システムの充実 

効率的な維持管理を行うため、下水道管理システムの充実を図ります。 

 
b) 下水道施設の改築・更新の最適化 

1) 長寿命化計画の策定 

日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機能停止を未然に防止す 

るため、限られた財源の中で、ライフサイクルコスト最小化の観点を踏まえ、耐震 
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化等の機能向上も考慮した下水道施設長寿命化計画を策定します。 

長寿命化計画は、5 ヵ年の計画であることから、5 年毎に計画策定が必要となり

ます。 

 

2) 長寿命化計画に基づく改築・更新事業の実施 

策定された、長寿命化計画に基づき改築・更新事業を実施します。 

 
c) 経営基盤の強化 

1) 財政状況に即した建設計画策定 

長期的展望に立ち、緊急度の高い事業を優先するとともに、事業の平準化を図る

など、財政状況に応じた建設計画の策定をします。 

 
2) 維持管理費の削減 

人件費、光熱水費の見直し等、維持管理費の削減に努めます。 

 
3) 有収率の向上 

使用料収納事務の見直し、不明水対策等を行い、有収率の向上に努めます。 

 
4) 公債費利子の低減化 

低金利の企業債への借り換え等、利子の低減に努めます。 

 
5) 企業会計の導入 

経営の透明性の確保や財政状況の明確化に向けて、公営企業会計導入の検討を行

います。 

 

 

4.2 各施策の優先順位の検討 

 各施策の優先順位を重要度、財政面から設定し、前半 5 年間（平成 24 年度～平成

28 年度）に実施する施策をアクションプログラムとして計画します。 

 また、各施策の成果指標を設定し、適宜指標に基づき下水道中期ビジョンの達成度

の評価を行い、施策や成果指標の見直しを図りながら、本ビジョンの確実な実行を目

指します。 
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表 4.1 各施策の年次計画及び成果指標 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

耐震診断の実施

耐震化
基本計画策定

浸水対策 雨水管の整備
雨水管整備率
80.0％

道路陥没事故等
の未然防止対策

下水道施設の
点検調査

健全な水環境
の保全

放流水質基準
の遵守

BOD15mg/ℓ
以内

し尿・浄化槽汚泥
受入施設の整備

緑農地還元
100％

下水道資源の
有効活用の維持

新たな活用方法
の構築

下水道普及率
の向上

下水処理人口普及率
96.5％

水洗化率の向上
水洗化率
99.7％

下水道処理区域外
の水洗化促進

汚水処理人口普及率
97.2％

管渠清掃

不明水対策

事業場排水の監視

下水道管理
システムの充実

処理施設長寿命化
計画策定

下水道管渠
長寿命化計画策定

改築更新事業
の実施

財政状況に即した
建設計画策定

維持管理費の削減

有収率の向上
有収率
80.0％

企業会計の導入
（検討）

成果指標

良
好
な
環
境
の
創
造

快
適
で
活
力
あ
る

暮
ら
し
の
実
現

経営基盤の強化

公衆衛生の向上と
生活環境の改善

下水道施設の
適正な維持管理

下水道施設の
改築・更新の
最適化

事
業
の
持
続
性
の
確
保

アクションプログラム
H24～H28

中期計画
H29～H33

資源・エネルギー
循環の形成

基本
方針

安
心
安
全
な

暮
ら
し
の
実
現

具体的な施策

地震対策
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55  経経営営計計画画  

 

5.1 財政状況の分析 

 下水道事業の経営状況の評価は、処理を行う規模・地理的条件や事業進捗度により

様々であり、健全な経営のための絶対的な基準を設定することは困難です。 

そこで、個々の下水道事業を上記の基礎的な条件により類型化することにより、本

市と同じ類型に分類された他団体との比較分析を行い、各団体の特徴、問題点を把握

することで、下水道事業の経営診断を試みました。 

 経営診断を行うにあたり、総務省で示されている指標15を引用しました。 

 主な指標ごとに財政状況をまとめると表 5.1 のようになります。 

 

表 5.1 財政状況の整理 

項 目 北広島市公共下水道事業 

財政状態の健全性 

（総収支比率） 

・総収支比率は類型平均と比べて高くなっています。 

・平成 21 年度は事業別資金不足比率が 6.2％に上昇し、類型平均よりも高

くなりましたが、処理区域内人口 1 人あたりの基準外繰入金は類型平均

より少ないです。 

施設の効率性 

（有収率） 

・類型平均に比べ有収率がやや低く、平成 21 年度は前年度と比べて若干

減少しています。 

投資の効率性 

（水洗化率） 
・水洗化率は 99.4％と類型平均と比べて非常に高い率となっています。 

経営の効率性 

（汚水処理原価） 

・平成 21 年度の汚水処理原価は前年度と比べて増加していますが、類型

平均に比べて低い状況です。 

経営の健全性 

（経費回収率） 

・経費回収率は類型平均に比べて高く、分流式下水道等に要する経費控除

前でも類型平均に比べて高くなっています。 

ま と め 

・水洗化率が高い反面、有収率が若干低いため、不明水が多いと推測され

ます。今後は不明水対策等、有収率向上の対策が必要です。 

・財政状態の健全性、経営の効率性及び経営の健全性の面で類型平均より

も良い状態です。今後はさらなる経営健全化を推進するため、適切な改

築・更新費の確保及び事業平準化、効率的な維持管理による経費回収率

の向上等の対策が必要です。 

                                                 
15 平成 21 年度下水道事業経営指標・下水道使用料の概要（総務省） 

(http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/jititai_2/h21/index.html) 
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表 5.2 平成 21 年度下水道事業比較経営診断表（北広島市） 

 
   ※赤枠は経営診断に用いた主な指標を表す。 
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 下水道事業の代表的な経営指標とその算式は以下のとおりです。なお、赤枠は経営

診断に用いた主な指標を表しています。 

 

(1)事業の概要 

現在処理区域内人口
行政区域内人口

現在処理区域内人口
全体計画人口

（1ヶ月20㎥あたり）

現在処理区域内人口
現在処理区域面積

ア 事業別普及率(％) ＝ ×100

イ 進捗率(％) ＝

エ

×100

ウ 一般家庭用使用料(円)

処理区域内人口密度
(人/ha)

＝
 

 

(2)施設の効率性 

現在晴天時平均処理水量（m3/日）
現在処理能力（晴天時）（m3/日）

年間有収水量
年間汚水処理水量

現在水洗便所設置済人口
現在処理区域内人口

ウ

イ ×100有収率(％) ＝

ア 施設利用率(％) ＝

水洗化率(％) ×100＝

×100

 

 ■有収率、水洗化率が高いほど施設の効率性が良いことを表します。 

 

(3)経営の効率性 

使用料収入
年間有収水量

汚水処理費
年間有収水量

(※)汚水処理費＝汚水に係る維持管理費+資本費

汚水処理費(維持管理費)
年間有収水量

(※)汚水処理費(維持管理費)＝汚水に係る(管渠費＋ポンプ場費＋処理場費＋その他)

汚水処理原価(維持管理費)
(円/㎥)

＝

汚水処理原価(円/㎥)

ア ＝使用料単価(円/㎥)

＝

ウ

イ
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エ 汚水処理費(資本費)
年間有収水量

(※)法適用　　　汚水処理費(資本費)＝汚水に係る(企業債利息＋減価償却費)　　　　
　　法非適用　　汚水処理費(資本費)＝汚水に係る(地方債等利息＋地方債償還金)　　

使用料収入
汚水処理費

使用料収入
汚水処理費(維持管理費)

維持管理費(汚水分)
現在処理区域内人口

資本費(汚水分)
現在処理区域内人口

管理運営費(汚水分)
現在処理区域内人口

現在処理区域内人口
職員数

職員給与費
営業収益－受託工事収益

ケ

コ

処理人口1人あたりの維持管理費
(汚水分)(円/人)

＝

職員１人あたりの処理区域内人口
(人/人)

＝

＝

×100オ

処理人口１人あたりの管理運営費
(汚水分)(円/人)

＝

処理人口１人あたりの資本費
(汚水分)(円/人)

＝

キ

ク

カ

経費回収率(％)

経費回収率(維持管理費)(％)

汚水処理原価(資本費)(円/㎥)

×100

＝

＝

サ 職員給与費対営業収益比率（％） ＝ ×100
 

 ■汚水処理原価が低いほど、経費回収率が高いほど経営の効率性が良いことを表し

ます。 

 

(4)財政状態の健全性 

総収益
総費用

経常収益
経常費用

資金不足額
営業収益－受託工事収益

支払利息＋企業債取扱諸費
企業債＋他会計借入金＋一時借入金

＝ ×100

エ 利子負担率(％) ＝ ×100

ア 総収支比率(％) ＝ ×100

＝ ×100ウ 事業別資金不足比率(％)

イ 経常収支比率(％)

 

汚水処理費(資本費)＝汚水に係る(企業債等利息＋企業債償還金) 
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 ■総収支比率が高いほど財政状態の健全性が良いことを表します。 

 

5.2 施策実施に向けた財政の見通し 

 下水道中期ビジョン実現のための具体的な施策にかかる費用をもとに財政収支計

算を行い、今後の下水道財政の見通しについて整理しました。 

 

5.2.1 支出・収入額の見通し 

【支出額の見通し】 

 平成 24 年度～平成 33 年度の 10 年間における支出総額は約 192 億円となる見通し

で、そのうちの約 40%を公債費が占めています。 

また、平成 25 年度のし尿・浄化槽汚泥の受入れに伴う建設費や平成 23 年度より受

入を開始している生ごみの処理経費等により、平成 23 年度より支出額は徐々に増加

し、平成 25 年度には支出額が約 21 億円となります。しかし、その後は建設費、公債

費の減少により支出額全体としては徐々に減少し、平成 33 年度には約 17 億円となる

見通しです。 

【建設費の見通し】 

建設費単独でみると、し尿・浄化槽汚泥投入に伴う施設建設により、平成 23 年度

は 4 億円、平成 24 年度では 5 億円を超える建設費となっています。その後は、長寿

命化計画による施設の延命化、適切な改築・更新及び事業平準化等により建設費は

徐々に減少し、平成 33 年度には約 4 億円となる見通しです。 

【収入額の見通し】 

 平成 24 年度～平成 33 年度の 10 年間における収入総額約 192 億円のうち、一般会 

計繰入金を約 32%、使用料収入を約 36%見込んでいます。 

 収入額は、平成 25 年度をピークにその後は徐々に減少します。 

＋

＋ ＋
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使用料収入は汚水処理水量の伸びにより微増すると予想されます。 

 

表 5.3 支出・収入額の見通し 

（単位：千円）

財政計画値 長期的推計値 合　計
H2４～H25 H26～H33 H2４～H33

① 下 水 道 使 用 料 1,512,752 5,359,919 6,872,671
収 ② 一 般 会 計 繰 入 金 1,338,033 4,845,652 6,183,685

③ 国 庫 補 助 金 578,100 1,810,250 2,388,350
④  起                債 729,700 2,227,600 2,957,300
⑤ 受 益 者 負 担 金 5,600 1,800 7,400
⑥ 国 ・ 道 負 担 金 0 0 0

入 ⑦ そ       の       他 8,304 33,216 41,520
合 計 ① ～ ⑦ 4,172,489 15,058,217 19,230,706
⑧ 建       設       費 1,228,500 3,732,700 4,961,200

支 ⑨ 公       債       費 1,693,027 5,914,901 7,607,928
⑩ 維  持  管  理  費 902,255 3,637,209 4,539,464

出 ⑪生ごみ・し尿関連費 348,707 1,773,407 2,122,114
合 計 ⑧ ～ ⑪ 4,172,489 15,058,217 19,230,706

項                         目
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図 5.1 支出・収入額の推移 
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5.2.2 維持管理費の見通し 

 平成 24 年度～平成 33 年度までの 10 年間における維持管理総額は約 65 億円となる

見通しです。そのうち下水処理センター費が約 35%を占めており、生ごみ・し尿関連

を含めると約 65%を占めています。 

 し尿・浄化槽汚泥の受入れを開始する平成 25 年度から生ごみ・し尿関連の維持管

理費が増加し、単年度の維持管理費が約 7 億円まで増額します。しかし、その後は、

管渠維持費については管渠延長の増加や施設の老朽化に伴い増加していくものの、維

持管理全体では抑制を図り、徐々に減少していく見通しです。 

 

表 5.4 維持管理費の見通し 

（単位：千円）

財政計画値 長期的推計値 合　計

H2４～H25 H26～H33 H2４～H33

一般管理費 262,693 1,107,383 1,370,076
支 管渠維持費 173,348 721,292 894,640

下水処理センター費 466,214 1,808,534 2,274,748
出 生ごみ・し尿関連 331,960 1,615,830 1,947,790

合 計 1,234,215 5,253,039 6,487,254

区     分
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図 5.2 維持管理費の推移 

 



 

48 

経営計画 05 

 

5.2.3 起債償還費の見通し 

 平成 24 年度～平成 33 年度までの 10 年間における起債償還費総額は約 78 億円とな

り、年度末現在高は年々減少して平成 33 年度で約 61 億円となる見通しです。 

 また、単年度の起債償還費をみると、平成 25 年度の約 9 億円をピークに減少に転

じ、平成 33 年度には約 7 億円となる見通しです。 

 

表 5.5 起債償還費の見通し 

（単位：千円）

財政計画値 長期的推計値 合　計

H2４～H25 H26～H33 H2４～H33

元 金 1,196,803 4,643,941 5,840,744
利 子 512,971 1,452,916 1,965,887

計 1,709,774 6,096,857 7,806,631
8,492,333 6,075,992

（H25) （H33)
－年度末現在高

区　　　分

償還金
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図 5.3 起債償還費の推移 
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5.2.4 使用料収入の見通し 

 現行の使用料単価とした場合、平成 24 年度～平成 33 年度までの 10 年間における

下水道使用料収入の総額は約 77 億円となる見通しです。しかし、汚水処理費は約 89

億円が見込まれるため、約 12 億円が下水道使用料では賄いきれない見通しです。 

 平成 33 年度の下水道使用料収入は約 7.8 億円と現状よりも増加し、経費回収率も

90%以上となる見通しですが、下水道使用料のみで 100%を賄うまでには至りません。

そのため、今後とも効率的な維持管理による汚水処理費の低減等、下水道経営の健全

化に努める必要があります。 

 

表 5.6 使用料収入の見通し 

財政計画値 長期的推計値 合　計

H2４～H25 H26～H33 H2４～H33

千m
3

千円

千円

下 水 道 使 用 料

86.4%－

千円

千円

円/m
3

円/m
3

3,783,669

159
87.8%

54,739
7,652,451
4,006,672
4,847,300
8,853,972

140
162

43,916
6,139,699
3,208,244

②

6,991,913
140

798,428
1,063,631
1,862,059

140

①

172

10,823
1,512,752

区　　　　分

有 収 水 量

維持管理費（汚水分） ③

資 本 費 （ 汚 水 分 ） ④

汚 水 処 理 費 ⑤（③＋④）

使 用 料 単 価 ⑥（②／①）

汚 水 処 理 原 価 ⑦（⑤／①）

経 費 回 収 率 ⑧（⑥／⑦） 81.2%  
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図 5.4 使用料収入の推移 



 

50 

経営計画 05 

 

5.3 経営計画のまとめ 

 今後 10 年間、本ビジョンで挙げた具体的な施策を行っても、本市の下水道事業は、

経費回収率の増加、起債償還費及び起債現在高の減少、一般会計繰入金の減少等、経

営状況の好転がみられます。したがって、下水道経営上は、本ビジョンの具体的な施

策を十分行っていけると判断されます。 

 しかし、下水道事業は、公営企業として自立した安定的な事業運営が求められるた

め、中長期的な視点に立ち、さらなる経営健全化に向けた取り組みが必要です。 

 一般会計の厳しい財務状況、依然として残る起債現在高、今後必要となる処理場及

び管渠の多額な改築・更新費の確保等、将来の見通しでは下水道経営の好転はみられ

るものの、依然として厳しい財政状況が続くものと思われます。 

このため、有収率の向上、適切な改築・更新費の確保及び事業平準化、効率的な維

持管理による経費回収率の向上、下水道資源の有効利用及び下水道使用料収入の向上

などへのさらなる取り組みにより、下水道事業の経営健全化及び安定化の確立・強化

を図るものとします。 

 また、下水道は市民生活にとって重要な施設であり、受益者負担を伴う下水道事業

の推進には市民の理解が不可欠です。このため、経営状況の積極的な情報提供と下水

道施設の役割を周知する啓蒙啓発活動などを推進し、下水道事業の透明性の確保を図

るものとします。 
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